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事  務  所:大船渡市 
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岩手県 沿岸広域振興局  
農林部大船渡農林振興センター  
農村整備室の概要 

陸前高田市 

大船渡市 

住田町 

釜石市 

大槌町 

盛岡市 



岩手県 沿岸広域振興局 農林部 
大船渡農林振興センター 農村整備室の概要 

       1 農地等災害復旧事業（県営） 
                      内  容：東日本大震災津波で被災した農地・農業用施設の原形復旧 
  

       2 農地海岸保全施設災害復旧事業（県営） 
                      内  容：東日本大震災津波で被災した農地海岸保全施設の復旧 
  

       3 農地等災害復旧事業（団体営） 
                      内  容：豪雨等により被災した農地、農業用施設の復旧整備を行う 

                                           市町等の支援 

○ 農地復旧課  
 岩手県職員 ４名 応援職員 ８名 
  長野県 静岡県 香川県 各２名 
   奈良県 大阪府  各１名 

 

1 復興基盤総合整備事業（県営） 
  農地の原形復旧にととまらず、将来の営農を見据えた大区画化など、ほ場整備を併せ行う事業 

    実施地区：小友地区、下矢作地区（陸前高田市）、吉浜地区（大船渡市） 

                     下荒川地区（釜石市）、下野地区（大槌町） 

 
     2 中山間地域総合整備事業（県営）    3 農地整備事業（通作条件整備）（県営）      4 多面的機能支払制度（団体営） 

○ 農村整備課   
  岩手県職員 ７名  応援職員 ８名 
  大阪府 和歌山県 静岡県 島根県 神奈川県 三重県 各１名  長野県 ２名  



平成２３年６月 社団法人 東北建設協会（現 一般社団法人 東北地域づくり協会）作成 東日本大震災支援活動 より 

大槌町 2010年3月撮影 



平成２３年６月 社団法人 東北建設協会（現 一般社団法人 東北地域づくり協会）作成 東日本大震災支援活動 より 

大槌町 2011年3月28日撮影 



大船渡市 吉浜海岸 2010年3月14日撮影  撮影者：岩手県 



大船渡市 吉浜海岸 2011年3月29日撮影  撮影者：岩手県 



平成２３年６月 社団法人 東北建設協会（現 一般社団法人 東北地域づくり協会）作成 東日本大震災支援活動 より 

大船渡市盛町 2010年3月撮影 



平成２３年６月 社団法人 東北建設協会（現 一般社団法人 東北地域づくり協会）作成 東日本大震災支援活動 より 

 大船渡市盛町 2011年3月28日撮影 



平成２３年６月 社団法人 東北建設協会（現 一般社団法人 東北地域づくり協会）作成 東日本大震災支援活動 より 

陸前高田市 2007年3月撮影 



平成２３年６月 社団法人 東北建設協会（現 一般社団法人 東北地域づくり協会）作成 東日本大震災支援活動 より 

陸前高田市 2011年3月28日撮影 



いわての農業農村整備の概要2014（H26)より 

○岩手県の進捗状況（Ｈ26.4月現在） 
 
全面積       １５，２７８．８６㎢ 
要調査面積    １１，２０５．８６㎢ 
 
調査済面積     ９，３９９．７４㎢   （８３．９％調査済） 

市 町 名 全体面積 調査面積 調査済面積 進捗率 

大 船 渡 市 323.28 304.00 304.00 100.0 

陸前高田市 232.29 211.86 211.86 100.0 

大 槌 町 200.59 100.41   47.90   43.4 

○管内市町における地籍調査の状況  （H26.4.1現在 単位：㎢） 



現地での経験から 

   事業が円滑に、早く進むことが住民にとって生活再建への近道 
         ⇒ 計画的かつ綿密な調整が重要なポイントに。 

○ 情報の収集、事業間調整に時間を要する 
○ 結果的に調整不足なった場合、何度も変更される事業予定 
○ 事業への理解不足  

 職員の「やる気」に影響 
 

住民の方の「不安・不満」に 



行政間の情報を集約、事業を調整する仕組みが必要 
（行政間＝市町、県、国、ソフト事業、ハード事業） 

○ 職員のやる気を最大限に活かしてもらう。 
○ 住民の不安を安心に変える。 

行政が一体になった「復興担当部局」の設置 
 
 ○市町、県、国の組織を超え、事業を実施 
  ⇒ 復興担当部局が事業主体となれる可能性の検討 



ご清聴ありがとうございました。 

銀河連邦サンリクオオフナト共和国ＰＲキャラクター「おおふなトン」 


